
 

 

貸 借 対 照 表 
（平成２４年３月３１日現在） 

 
（単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 金   額 科   目 金   額 

流 動 資 産  29,205,051 流 動 負 債 26,332,811 

現 金 及 び 預 金 480,205 支 払 手 形 3,951,848 

受 取 手 形 1,335,047 買 掛 金 18,913,787 

売 掛 金 20,275,928 短 期 借 入 金 1,000,000 

製 作 品 16,686 リ ー ス 債 務 3,321 

制 作 支 出 金 1,324,964 未 払 金 488,789 

前 払 費 用 120,455 未 払 法 人 税 等 105,413 

短 期 貸 付 金 5,547,462 未 払 費 用 737,431 

そ の 他 107,030 前 受 金 1,112,897 

貸 倒 引 当 金 △    2,729 預 り 金 8,252 

固 定 資 産 6,216,069 そ   の   他 11,070 

有形固定資産 378,372 固 定 負 債 3,212,930 

建 物 199,856 リ ー ス 債 務 4,957 

構 築 物 30,062 退職給付引当金 2,656,586 

機 械 及 び 装 置 40 資 産 除 去 債 務 167,155 

工具･器具及び備品 127,995 繰 延 税 金 負 債 95,596 

土 地 16,188 そ   の   他 288,634 

リ ー ス 資 産 4,229 負  債  合  計 29,545,742 

無形固定資産 38,054 純 資 産 の 部 

借 地 権 225   

商 標 権 89 株 主 資 本 5,696,207 

電 話 加 入 権 24,900   

施 設 利 用 権 215 資  本  金 3,637,500 

ソ フ ト ウ エ ア 8,665 資本剰余金 1,540,996 

リ ー ス 資 産 3,957   その他資本剰余金 1,540,996 

投資その他の資産 5,799,642 利益剰余金 2,277,089 

投 資 有 価 証 券 2,859,762   その他利益剰余金 2,277,089 

関 係 会 社 株 式 232,270    繰越利益剰余金 2,277,089 

長 期 貸 付 金 113,833 自 己 株 式   △ 1,759,379 

長 期 前 払 費 用 50,955   

差 入 保 証 金 1,463,237 評価･換算差額等 179,172 

そ の 他 2,414,998     その他有価証券評価差額金 179,172 

貸 倒 引 当 金  △ 1,335,415 純  資  産  合  計 5,875,379 

資 産 合 計 35,421,121 負債及び純資産合計 35,421,121 

 



 

 

損 益 計 算 書 
平成２３年４月  １日から 
平成２４年３月３１日まで 

（単位：千円） 
科    目 金    額 

売 上 高  95,291,357 

売 上 原 価  83,089,606 

 売 上 総 利 益  12,201,751 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  11,467,609 

 営 業 利 益  734,141 

営 業 外 収 益    

 受 取 利 息 及 び 配 当 金 128,099  

 そ の 他 の 営 業 外 収 益 14,965 143,065 

営 業 外 費 用    

 支 払 利 息 25,439  

 そ の 他 の 営 業 外 費 用 27,500 52,939 

 経 常 利 益  824,267 

特 別 利 益    

 抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 981,551  

 そ の 他 の 特 別 利 益 5,766 987,317 

特 別 損 失    

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 462,356  

 固 定 資 産 撤 去 損 35,853  

 投 資 有 価 証 券 評 価 損 13,213  

 減 損 損 失 5,324  

 そ の 他 の 特 別 損 失 548 517,296 

税 引 前 当 期 純 利 益   1,294,288 

法人税、住民税及び事業税  232,446 

法 人 税 等 調 整 額    85,531 

当 期 純 利 益   976,311 

 



 

 

個 別 注 記 表 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

 該当事項はありません。 

 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

 １．資産の評価基準および評価方法 

  （１）有価証券の評価基準および評価方法 

子会社株式および関連会社株式  移動平均法による原価法 

その他有価証券 

  時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直 

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 移動平均法による原価法 

  （２）たな卸資産の評価基準および評価方法 

製作品および制作支出金 個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に 

基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

  定率法（ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）につい 

ては、定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建    物  １５年～５０年 

その他の資産   ３年～２０年 

（２）無形固定資産 （リース資産を除く） 

  定額法を採用しております。 

（３）リース資産 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、リース物件の所有権が借主に移転するものと認められる以外のファイナンス・  

リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第１３号「リース取引に関する  

会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る 

方法に準じた会計処理によっております。 

  （４）長期前払費用 

     効果の及ぶ期間にわたり均等償却しております。 

 ３．引当金の計上基準    

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸 

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し 



 

ております。 

（２）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額 

に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

 ４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）重要なヘッジ会計の方法 

金利スワップについて特例処理を採用しております。 

  （２）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

  

 

（追加情報） 

 当期の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の 

 訂正に関する会計基準」（企業会計基準第２４号 平成２１年１２月４日）および「会計上の変更 

及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２４号 平成２１年１２ 

月４日）を適用しております。 

 

 

（貸借対照表に関する注記） 

 １．記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 

 ２．担保資産 

 担保に供している資産 

     定 期 預 金                    ４０８，７８８千円 

   上記に対応する債務 

     広告取扱代理店契約に伴う買掛債務等        ３，８８９，６７１千円 

 ３．有形固定資産の減価償却累計額             １，５８９，１１７千円 

 ４．関係会社に対する金銭債権または金銭債務 

   短期金銭債権                     １，９２６，７５９千円 

   長期金銭債権                       ２５５，８３３千円  

   短期金銭債務                     ５，５５１，４３２千円 

 

 

（損益計算書に関する注記） 

 １．記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 

 ２．関係会社との営業取引による取引高の総額        １４，３７７，６５７千円 

 ３．関係会社との営業取引以外の取引による取引高の総額       ５６，５７７千円 

 ４．減損損失 

  （１）当期において、以下の資産について減損損失を計上しております。 



 

場   所 用  途 種  類 金額（千円） 

 栃木県那須郡那須町  遊休不動産 土 地  ５，３２４ 

  （２）減損損失に至った経緯 

     土地は時価の下落等、資産価値が下落しているため、その下落額を減損損失として 

     認識しました。 

  （３）減損損失の金額 

      種     類       金額（千円） 

   土           地             ５，３２４                       

      合     計             ５，３２４ 

  （４）資産のグルーピングの方法 

減損損失の算定にあたっては、資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立した 

キャッシュ・フローを生み出す最小の単位に拠って資産のグループ化を行っておりま 

す。 

（５）回収可能価額の算定方法 

対象となった資産の回収可能価額は、正味売却価額によって算定しており、主として 

鑑定評価額により評価しております。 

 

 

（税効果会計に関する注記） 

 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳                                 

 繰延税金資産  

  未払賞与等                       ８０，５８１千円 

  貸倒引当金                      ４７４，９２４千円 

  退職給付引当金                    ９４６，８０７千円 

  資産除去債務                      ５９，５７４千円 

その他                        １９８，８３６千円 

 繰延税金資産小計                  １，７６０，７２３千円 

  評価性引当金                  △１，７６０，７２３千円 

 繰延税金資産合計                          －千円 

 繰延税金負債 

  その他有価証券評価差額                 ９２，８８４千円 

  その他                          ２，７１１千円 

 繰延税金負債合計                     ９５，５９６千円 

 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

 １．親会社                                  （単位：千円） 

属性 
会社等 
名 称 

議決権等の所有
（被所有）割合 

関連当事者
との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 東京急行電鉄㈱ 

被所有 

直接 85.7% 

間接 11.8% 

東急線等の広

告取扱受託 

 

仕入取引 

 

 

5,291,736 

 

 

買掛金 

   

 

1.167,413 

 



 

 （注）１．当社取締役 野本 弘文は、東京急行電鉄㈱の代表取締役社長であります。 

    ２．当社取締役 杉田 芳樹は、東京急行電鉄㈱の代表取締役副社長であります。 

     

 ２．子会社および関連会社等                          （単位：千円）         

属性 
会社等 
名 称 

議決権等の所有
（被所有）割合 

関連当事者
との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 

㈱東急エージェ

ンシービジネス

サービス 

所有 

直接 100.0% 

 

ファクタリング

資金の貸付 

 

ファクタリング

業務の委託 

資金の貸付 

受取利息 

 

ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ取引 

 

1,662,886 

40,971 

 

10,536,314 

 

短期貸付金 

未収収益 

 

買掛金 

 

1,198,449 

3,961 

 

3,358,510 

 

子会社 
㈱東急エージェ

ンシープロミックス 

所有 

直接 100.0% 
広告取扱業務 仕入取引 3,889,241 買掛金 880,344 

 （注）１．当社取締役 柏﨑 和義は、㈱東急エージェンシービジネスサービスの代表取締役社長で

あります。 

    ２．当社取締役 林 誠は、㈱東急エージェンシープロミックスの代表取締役社長であります。 

 

３． 兄弟会社等                                （単位：千円） 

属性 
会社等 
名 称 

議決権等の所有
（被所有）割合 

関連当事者
との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社

の  

子会社 

東急ファイナンス

アンドアカウンテ

ィング㈱ 

 

－ 

資 金 の預 入 ・

借入等（注） 

 

受取利息 

 

1,047 

 

短期貸付金

未収収益 

4,294,141 

91 

（注） 東急ファイナンスアンドアカウンティング㈱が東急グループ各社に提供しているキャッ 

     シュマネージメントシステムを利用しており、余剰資金の預入・運転資金の調達等を行 

っております。（限度枠 預入６，５００，０００千円、借入４，８００，０００千円） 

 

属性 
会社等 

名 称 

議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社

の  

子会社 

㈱東急百貨店 

被所有 

直接 9.5％ 

広告取扱業務 

 

売上取引 

 

3,680,632 

 

売掛金 1,367,201 

 

 （注） 当社監査役 鈴木 克久は、㈱東急百貨店の代表取締役会長であります。 

 

取引条件および取引条件の決定方針等 

１．関連当事者との取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれて 

  おります。 

２．広告取引に係る取引条件および取引条件の決定方針等につきましては、一般取引条件と 

  同様に決定しております。 

３．資金の貸借につきましては、市場金利を勘案して利率を決定しております。 

 

 



 

（１株当たり情報に関する注記） 

 １．1株当たり純資産額                  ４５２円１６銭 

 ２．1株当たり当期純利益                  ６２円９３銭 

 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

 該当事項はありません。 

 


